公益社団法人日本仲裁人協会

〒100-0013　東京都千代田区霞ヶ関1丁目1-3 日本弁護士連合会内

電話 +81-3-3580-9870 Facsimile +81-3-3580-9851

日本仲裁人協会：研究講座のご案内（令和2年11月）
Japan Association of Arbitrators, Research Section: November 9 Meeting
~Recent Legislative Activities Concerning Arbitration & Mediation~ (Language: Japanese)

日本仲裁人協会 会員 各位

日本仲裁人協会事務局 （日弁連業務第二課）
TEL：03-3580-9870／FAX：03-3580-9851
　下記の通り研究講座のご案内を申し上げます。準備の都合上、できる限り本状による参加申込みをお願い致します。

記

仲裁法制・調停法制の見直しの動向
（会員対象行事）
日時：
令和2年11月9日（月）18:00～20:00

場所：
Zoomによる開催
※ご参加の意向を表明された方にはZoomのリンクもお送りいたします。
報告者：
古田啓昌先生（アンダーソン・毛利・友常法律事務所、JAA常務理事）
内　容：公益社団法人商事法務研究会が設置した「仲裁法制の見直しを中心とした研究会」は、令和2年7月27日の研究会で報告書を取りまとめ、これを公表しました。報告書では、
1． UNCITRAL国際商事仲裁モデル法の2006年改正への対応を念頭に置いた仲裁法制の見直し（暫定的保全措置への執行力の付与）
2． シンガポール調停条約の締結・発効への対応を念頭に置いた調停法制の見直し（調停による和解合意への執行力の付与）
3． その他、仲裁手続に関連する諸制度に関する規律の在り方（仲裁手続に関して裁判所が行う手続の管轄や外国語資料の訳文添付の在り方）
などにつき、先進的な提言がされています。これを踏まえて、令和2年9月17日、上川陽子法務大臣は、法制審議会に対し、仲裁法の見直しなどを諮問しました。
本研究講座では、「仲裁法制の見直しを中心とした研究会」の委員を務めた報告者が、上述した仲裁法制・調停法制の見直しの動向について解説します。
	日本仲裁人協会事務局　行(FAX: 03-3580-9851)
令和2年11月9日(月)の研究会に出席します。

	ご芳名：


	ご所属等：
	Zoomのリンク送付用メールアドレス（読み間違いを起こさないよう誤りが生じやすい文字については読み仮名をご記載ください（「O」について「オー」、「０」について「ゼロ」等））。：

	日本仲裁人協会事務局　行（FAX: 03-3580-9851）
令和2年11月9日（月）の研究会に出席します。

	ご芳名：


	ご所属等：


【事務局からのお願い】　最近、登録されているご住所に郵送物を送付しても宛先不明で返送されるケースが増えております。当会に登録されている情報（氏名・勤務先・連絡先住所・電話番号・FAX番号・Emailアドレス等）に変更のある方は、当会事務局（電話番号：03-3580-9870　FAX番号：03-3580-9851　e-mail：jaa-info@nichibenren.or.jp）までご連絡ください。ご協力宜しくお願い申し上げます。
PAGE  
1

